
�平成 22 年度　広報おおさき　4 月号

平成 22 年度一般会計の当初予算額は，���
������57 億 8,017 万 7 千円です

【 

用
語
の
解
説 

】

■ 

歳
入 

■

●
町
税

　

�

町
民
税
や
固
定
資
産
税
な
ど
、
皆
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ
く
税

金
。

●
地
方
交
付
税

　

�

国
税
（
所
得
税
、
法
人
税
、
酒
税
、
消
費
税
お
よ
び
た
ば
こ
税
）

と
し
て
集
め
ら
れ
た
財
源
の
う
ち
、
一
定
割
合
の
額
を
地
方

公
共
団
体
に
再
配
分
す
る
も
の

●
国
庫
支
出
金

　

�

市
町
村
が
行
う
事
業
に
対
し
て
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
お
金
、

国
庫
負
担
金
、
国
庫
補
助
金
、
国
庫
委
託
金
の
３
つ
に
分
類

さ
れ
る
。

●
県
支
出
金

　

�

市
町
村
が
行
う
事
業
に
対
し
て
県
か
ら
交
付
さ
れ
る
お
金
、

通
常
は
使
途
が
特
定
さ
れ
る
。

●
地
方
譲
与
税

　

�

国
税
と
し
て
徴
収
し
た
税
金
の
一
部
が
交
付
さ
れ
る
も
の
で

す
。
地
方
交
付
税
と
は
違
い
、
地
方
譲
与
税
は
客
観
的
基
準

に
基
づ
き
一
律
に
分
配
さ
れ
る
も
の
。

●
繰
入
金

　

特
別
会
計
や
基
金
な
ど
か
ら
の
収
入
金
。

●
分
担
金
お
よ
び
負
担
金

　

特
定
の
事
業
で
利
益
を
受
け
た
人
か
ら
徴
収
し
た
お
金
。

●
町　

債

　

国
や
銀
行
か
ら
の
借
入
金
。

●
地
方
消
費
税
交
付
金

　

�

消
費
税
と
一
緒
に
徴
収
さ
れ
た
５
％
の
う
ち
１
％
が
、
一
定

の
基
準
に
よ
り
交
付
さ
れ
る
お
金
。

●
そ
の
他

　

使
用
料
、
手
数
料
、
財
産
収
入
、
諸
収
入
な
ど
。

■ 

歳
出 

■

●
総
務
費

　

�

庁
舎
な
ど
の
維
持
管
理
や
全
般
的
な
管
理
事
務
に
要
す
る
経

費
。

●
民
生
費

　

児
童
や
高
齢
者
な
ど
社
会
福
祉
の
た
め
に
要
す
る
経
費
。

●
衛
生
費

　

�

病
気
の
予
防
や
衛
生
的
な
生
活
環
境
を
保
持
す
る
た
め
に
要

す
る
経
費
。

●
農
林
水
産
業
費

　

農
林
業
や
水
産
業
の
振
興
の
た
め
に
要
す
る
経
費
。

●
商
工
費

　

商
工
業
の
振
興
お
よ
び
観
光
事
業
の
た
め
に
要
す
る
経
費
。

●
土
木
費

　

道
路
や
公
園
な
ど
の
整
備
に
要
す
る
経
費
。

●
消
防
費

　

消
防
・
防
災
に
要
す
る
経
費
。

●
教
育
費

　

学
校
教
育
・
社
会
教
育
な
ど
に
要
す
る
経
費
。

●
公
債
費

　

借
り
た
お
金
を
返
し
ま
す
。

●
そ
の
他

　

災
害
復
旧
費
、
予
備
費
な
ど
。

●
議
会
費

　

議
員
報
酬
や
議
会
活
動
に
要
す
る
経
費
。

歳　入
57億8,017万7千円
歳　入

57億8,017万7千円

その他
 2億308万5千円（3.5％）

国庫支出金
 4億7,964万円（8.3％）

地方譲与税
 1億1,100万円（1.9％）

県支出金
4億2,646万円（7.4％）

地方消費税交付金 1億円（1.7％）

町債
 5億5,750万円（9.7％）

繰入金
 2億7,412万円（4.7％）

分担金および負担金
7,605万1千円（1.3％）

町　税
10億3,832万1千円
（18.0％）

地方交付税
25億1,400万円
（43.5％）

一般会計歳入予算

　大崎町の平成 22 年度一般会計当初予算額の概要をお知らせします。
　歳入で最も大きな割合を占めるのが，町の財政力に応じて国から交付される地方交付税で 25 億 1,400 万円，
次にみなさまに納めていただく町税が 10 億 3,832 万 1 千円となっており，この２つで歳入全体の 61.5％を占め
ています。
　歳出を目的別に見てみると，大きなものから順に民生費（11 億 6,900 万円），衛生費（10 億 9,512 万 2 千円），
公債費（9億 141 万 2 千円），農林水産業費（6億 7,130 万 2 千円）となっています。
　その他，詳細につきましては下のグラフのとおりです。
　また，平成 22 年度に行われる主な事業については左ページをご覧ください。

歳　出
57億8,017万7千円
歳　出

57億8,017万7千円

商工費
 4,906万5千円（0.9％）

消防費
 2億6,679万6千円（4.6％）

土木費
3億6,874万3千円（6.4％）

公債費
 9億141万2千円（15.6％）

議会費
 1億160万8千円（1.8％）

その他
 1,380万6千円（0.2％）

教育費
 5億222万3千円（8.7％）

衛生費
10億9,512万2千円
（18.9％）

農林水産業費
6億7,130万2千円
（11.6％） 

総務費
6億4,110万円
（11.1％） 

民生費
11億6,900万円
（20.2％）

一般会計歳入予算

対前年比　７億1,691万円の減（11.0％）


